
一般会計（参考）
２２
年度

２３
年度 増減

２２
年度

２３
年度 増減

２２
年度

２３
年度 増減

運営費交付金
・療護施設の運営、交通遺児等貸付等の被害者救済事
業（運営費交付金の約５０％）

7,420
の内数

7,144
の内数

-3.7%

施設整備費補助金
・療護施設の施設整備（陽電子放射断層撮影装置の更
新）に関する経費

384 380 -1.0%

在宅の重度後遺障害者への介護料の支給 3,058 3,097 1.3%
在宅の重度後遺障害者が検査等のため短期入院をす
る際に要する費用の補助

75 113 50.7%

短期入院協力病院に対する医療器具の整備費用、事務
費の補助

73 168 130.1%

運営費交付金
・自動車アセスメント事業（運営費交付金の約７％） 7,420

の内数
7,144
の内数

-3.7%

自動車事故現場に特化した救急法の講習会等の開催
に要する経費の補助

10 10 0.0%

交通遺児への育成基金事業に要する経費の補助→
（財）交通遺児育成基金

146 108 -26.0%
損害賠償金による交通遺児育成基金事業支援→（財）交
通遺児育成基金

97 72 -25.8%
交通遺児へ育成給付金の支給等→（財）交通遺児育成
基金

15 15 0.0%

交通遺児への奨学金支給補助→（財）交通遺児育英会 10 20 100.0% 交通遺児への修学支援活動→（財）交通遺児育英会 5 5 0.0%
無保険車
防止

無保険車防止対策事業 38 0 -100.0% 自賠責制度周知活動の実施 4 4 0.0%

救急医療機関に対する救急医療機器の整備費用の補
助

229 120 -47.6% 救急医療機器購入費補助→日本赤十字社 250 250 0.0% 救急医療機器等購入費補助→JA厚生連病院等 1,000 1,000 0.0%
医療提供体制設備整
備事業　523百万円（23
年度予算）

救急医療機器購入費補助→社会福祉法人済生会 200 200 0.0%

救急医療機器購入費補助→社会福祉法人北海道社会
事業協会

22 22 0.0%

救命救急医療機器・機材の寄贈（高規格自動車の寄贈）
→消防庁

110 110 0.0%

救命救急センターへの救急医療機器購入費補助→日本
外傷学会

100 100 0.0%

弁護士による自動車事故賠償問題に係る無料の法律
相談等の事業に要する経費の補助→（財）日弁連交通
事故相談センター

570 570 0.0% 交通事故法律相談機関の支援 22 22 0.0%

交通事故無料相談事業支援→（財）交通事故紛争処理
センター

887 900 1.5%
交通事故無料法律相談事業の支援→（財）交通事故紛
争処理センター

65 69 6.2%

弁護士への医療研修→（財）交通事故紛争処理センター 6 3 -50.0%

専門医らによる後遺障害の等級認定等に関する無料の
紛争の調停業務に要する経費の補助→（財）自賠責保
険・共済紛争処理機構

150 150 0.0%

交通事故被害者を対象とした救急蘇生（AED）の普及・啓
発→（財）日本救急医療財団

6 6 0.0%

緊急自動通報システムを活用した交通事故死傷者低減
研究→（財）日本自動車研究所

11 15 36.4%

救急外傷診療の研修会費用補助→NPO法人日本外傷
診療研究機構

10 10 0.0%

救急外傷看護の研修会費用補助→日本救急看護協会 8 9 12.5%
ドクターヘリ講習会費用補助→日本航空医療学会 4 4 0.0%
ヘリコプターを活用した救急医療システム構築のための
事業補助→NPO法人救急ヘリ病院ネットワーク

7 7 0.0%
救急ヘリ普及推進の支援→NPO法人救急ヘリ病院ネッ
トワーク

13 13 0.0%

救急ヘリコプター導入病院のフライト医師・看護師等の
養成費用補助→NPO法人救急ヘリ病院ネットワーク

10 10 0.0%

遷延性意識障害者の家族の介護に関する講習会および
勉強会開催費用補助→日本意識障害学会

1 1 0.0%

リハビリテーション講習会開催費用補助→リハビリテー
ション病院等

37 37 0.0%

脊椎損傷当事者による脊椎損傷者への情報提供・相談
会・講習会等の開催費用補助

3

高次脳機能障害生活支援従事者への支援補助→社会
福法人名古屋市総合リハビリテーション事業団

7 7 0.0%

国、保険会社、JA共済による運用益事業一覧（平成22,23年度予算）

自動車事故
被害者に対
する直接的
給付・ドライ
バーに対する

指導

ドクターヘ
リの普及促
進

遷延性意
識障害者
への支援

重度後遺
障害者へ
の支援

被害軽減

障害者自立支援給付
費負担金　651,144百
万円（23年度予算）

交通遺児
への支援

１．被害者保護増進対策

国 保険会社 JA共済
（単位：百万円）

ドクターヘリ導入促進
事業の充実　2,932百
万円（23年度予算）

共同事業

分担事業

被害軽減

救急医療
機関におけ
る機器の整
備

事故の相
談・解決

救急医師・
救急看護
師の育成



医療ソーシャルワーカーを対象とした交通事故被害者生
活支援教育事業→（社）日本医療社会事業協会

10 12 20.0%

被害者・その家族等の心のケア推進事業支援→NPO法
人全国被害者支援ネットワーク

2 2 0.0%

社会資源マップの作成支援→千葉リハビリテーションセ
ンター等

0 6

成年後見に関する法的問題の調査・研究および啓発→
日本成年後見法学会

7 0 -100.0%

高次脳機能障害者・家族ボランティア支援集団治療プロ
グラムの実践→NPO法人日本脳外傷後遺症リハビリ
テーション支援ユニオン

5 0 -100.0%

介助犬の普及の支援→NPO法人日本介助犬アカデ
ミー、社会福祉法人日本介助犬協会等

91 91 0.0%

交通事故被害者・家族向け情報交換支援インターネット
サイトの運営

6 6 0.0%

脊髄損傷に関するデータベース構築→（独）労働者健康
福祉機構総合せき損センター等

0 6

交通事故による脊髄損傷後の脊髄再生を目的とした早
期リハビリテーション治療に関する探索的研究→NPO法
人日本運動器バイオメカニクス研究所（山口大学）

1 0 -100.0%

PETマルチトレーサー法による外傷性高次脳機能障害メ
カニズムの解明とその制御法に関する実験的および臨
床的研究→東京医科歯科大学脳神経外科

2 0 -100.0%

交通事故医療研究 25 25 0.0%

自動車事故医療研究助成 40 40 0.0%

自動車事故医療研究助成 30 30 0.0%
外傷性腱板断裂の臨床的特徴にかかる調査→（社）農
協共済総合研究所

15 15 0.0%

腰椎疾病・障害患者の予後に関する調査→（社）農協共
済総合研究所

19 19 0.0%

医療費支払適正化のための医療研究→（社）日本損害
保険協会

120 121 0.8%

自賠責保険診療報酬基準案普及促進費→（社）日本損
害保険協会

35 45 28.6%

民間医療機関の医師等への自賠責保険制度・運用等に
関する研修→（社）日本医師会

10 9 -10.0%

医療分野研修の実施→（社）農協共済総合研究所 60 60 0.0%
自動車事故対策費補助金 4,349 4,336 -0.3%

独立行政法人自動車事故対策機構運営費交付金 7,420
の内数

7,144
の内数

-3.7%

独立行政法人自動車事故対策機構施設整備費補助金 384 380 -1.0%

小計 2,047 2,055

国の事業の
補完、支援又
は呼び水とな

る事業

介護支援・
心のケア

被害者対
策に係る基
礎的研究

後遺障害
認定対策

1,340 1,343 0.2%

医療費支
払適正化
対策

0.4%



一般会計（参考）
２２
年度

２３
年度 増減

２２
年度

２３
年度 増減

２２
年度

２３
年度 増減

プロドライバー
に対する安全指
導

運営費交付金
・指導講習、適性診断等の自動車事故防止事業（運営
費交付金の約２０％）

7,420の
内数

7,144の
内数

-3.7%

事故防止機器
等の普及

衝突被害軽減ブレーキ等のASV（先進安全自動車）の導
入に要する費用、自動車運送事業者の運行管理の高度
化等に要する費用の補助

678 782 15.3%

公共交通利用
促進

オムニバスタウン整備総合対策事業に要する費用の補
助

623 389 -37.6%
地域公共交通確保維
持改善事業　305億円
（23年度）

安全運転を推進するための先駆的な講習・研修の実施
に要する費用の補助

40 40 0.0%

免許取得前の若者に対する交通マナーの教育普及→
（財）日本交通安全教育普及協会

0 5

飲酒運転根絶に向けた取組み支援→NPO法人アルコー
ル薬物問題全国市民協会

8 7 -12.5%

地域で実践できる高齢ドライバー教育拡充事業→（財）
日本交通安全教育普及協会

7 0 -100.0%

全国一斉交通安全運動の協賛 1 1 0.0%

シートベルト・チャイルドシート着用推進運動の協賛 1 1 0.0%

自動車点検整備推進運動の協賛 1 1 0.0%
交通安全スローガン・ポスター募集事業の協賛 3 3 0.0%
交通安全に関する広報活動、交通安全表彰、交通安全
教育の推進等→（財）全日本交通安全協会

2 2 0.0%

交通安全ポスターコンクールの実施 75 107 42.7%
幼児向け・高齢者向け交通安全教室の実施 320 320 0.0%

交通事故防止
機器の寄贈

交通事故自動記録装置、歩行者模擬横断教育装置、自
転車模擬運転教育装置等交通事故防止用機器の寄贈

93 86 -7.5%

生活圏での事故対策とモデル事業の実施→（社）交通工
学研究会

8 10 25.0%

交通安全のための街づくりに関する研究→（社）日本都
市計画学会

0 6

映像からみた交通事故の実態・原因分析と交通安全施
策提言に関する研究助成→（財）日本交通管理技術協
会

8 0 -100.0%

交通事故発生場所に関する情報収集システムの整備・
拡充とデータ活用に関する調査研究助成→（財）交通事
故総合分析センター

7 0 -100.0%

交通事故と疾病
の関係解明

疾病等起因事故の調査研究→（社）日本交通科学協議
会

0 9

自動車事故対策費補助金 1,341 1,211 -9.7%

独立行政法人自動車事故対策機構運営費交付金
7,420の
内数

7,144の
内数

-3.7%

合計 13,493 13,070 -3.1% 2,178 2,178 0.0% 1,742 1,777 2.0%

402 434 8.0%小計 130 123 -5.4%

（単位：百万円）

３．合計

国、保険会社、JA共済による運用益事業一覧（平成22,23年度予算）

国 保険会社 JA共済

２．自動車事故発生防止対策

ドライバーに対
する直接的指
導・安全促進

交通安全教育分担事業

交通環境の改
善

国の事業の補
完、支援又は呼
び水となる事業


